
はじめに

　現代社会において労働市場における女性の活

用は大きな関心事の１つである。実際に，

OECD諸国では，女性の賃労働の増加，非標準

的な雇用形態の増大，低賃金で使い勝手の良い

労働力の需要増加と“労働市場の女性化”，によ

って女性の労働力参加は増加した（Hofmeister 

et al. ２００６）。また，日本社会においても戦後の

産業構造の転換にともなう「主婦化」の後に，

「団塊の世代」以降を境目として女性の社会進

出が進んだといわれている（落合 ２００７）。
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　しかし，団塊の世代以降の「女性の職場進

出」説の詳細については疑義も提示されてい

る。たとえば，吉田（２００４）は「社会進出」を

結婚・出産時に正規雇用として就業継続してい

ることとして定義した場合，結婚時には正規雇

用継続型が一貫して上昇しているのにたいし

て，出産時の正規雇用継続型は「団塊の世代」

まではほぼ一貫して上昇しているが，その後の

世代では不規則な動きを示していることを指摘

している。また，結婚継続期間が５年以上，結

婚５年未満に第一子を出産した初婚同士の夫婦

を対象にした近年の調査でも，結婚前の女性の

就業率が８８.５％であるのに対して，結婚後の就

業率は６５.３％，出産後の就業率は２３.１％に減少

している（内閣府 ２００６）。さらに，全国の男女＊立命館大学大学院社会学研究科博士後期課程

既婚女性の就業とサポート・ネットワーク
─多項ロジット・モデルによる就業形態と

ネットワークの比較分析─

松井　真一＊

　本稿は，既婚女性の就業にたいして情緒的サポート・ネットワークと手段的サポート・ネットワー
クがどのように関連しているのかを明らかにしている。これまで，既婚女性の就業は親との同居によ
って促進されることが指摘されてきたが，本稿では親以外の親族や友人，専門機関からのサポートも
既婚女性の就業に影響していると予測する。家族に関する全国調査データから，サポート・ネットワ
ークがもたらす効果は情緒的であるか手段的であるかによって，さらには就業形態によっても異なる
ことが明らかになった。とくに正規雇用にたいしては，手段的サポート・ネットワークのなかに親族
が多く含まれる者の就業確率が高く，既婚女性の就業では柔軟性と確実性をもったサポート・ネット
ワークを如何に確保するかが重要であることが示された。
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を対象としたランダムサンプリングに基づく別

の調査でも，若い１９７６-８０年コーホートにおい

て，第一子の妊娠・出産に関わり仕事を中断し

た女性は約５割となっており，依然として，子

どもの妊娠・出産によって就業を中断する女性

がかなりの割合を占めることが指摘されている

（福田 ２０１０）。これらの結果は，結婚時の就業

継続の可能性は高まっているが，出産時の就業

継続は依然として困難な状況にあり，妊娠・出

産が女性の就業継続にとってリスク要因として

働いていることを示している。したがって，職

場進出の実態を考慮すれば，現在でも妊娠・出

産は女性のその後の就業のあり方を変容させる

可能性をもったライフイベントの１つとして存

在しており，「女性の職場進出」説をそのまま

受け入れることはできない１）。

　妊娠・出産が女性の就業継続へのリスク要因

として働く理由には，仕事と子育ての両立環境

が整っていないことがあげられる（内閣府 

２００６）。仕事と子育ての両立環境について，平

成２２年には，「育児休業，介護休業等育児又は
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家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（育

児・介護休業法）」の改正により企業には短時

間勤務制度の義務化，所定外労働の免除の義務

化，子どもの看護休暇制度の拡充，により子育

てをしながら働き続けることができる雇用環境

の整備がもとめられることになった。

　しかし，支援制度のこれまでの利用状況をみ

ると，正規雇用継続者のうち産前・産後休業制

度は７６.２％と比較的高い利用率であるが，育児

休業制度，育児時間・短時間勤務制度をはじめ

としてその他の支援制度の利用率はいずれも５

割に満たず低調である（表１）。さらに，これ

らの支援制度は企業規模により差があり，官公

庁，大企業に比べて，中小企業の利用率は低

い。この結果は，中小企業では，人的余裕や財

政的事情から，実質的に支援制度を利用できな

い可能性を反映していると考えられる。これら

のことを考えれば，育児・介護休業法の改正に

よって，現在の状況が急速に広範囲にわたり変

化することは難しいことが予想される。また，

支援制度の利用において重要なことは，ここで
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妻の勤め先の従業員規模（第１子１歳時点）
１６.２９.１１.３６.５１.３５.８１９.５２２.７４.５２８.６６０.４％（　１５４）１～２９人
１７.０８.５１.９１.９５.７２.８１９.８２５.５７.５３６.８６６.０（　１０６）３０～９９人
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（出所）　国立社会保障・人口問題研究所，２００５，『第１３回出生動向基本調査 結婚と出産に関する全国調査 夫婦調査の結果
概要』p. １１の表４-３をもとに筆者が加工。



あげられた支援制度や施設の利用は親の援助が

得られない場合に利用率が高い，ということで

ある（国立社会保障・人口問題研究所 ２００５）。

実際に，内閣府の調査によれば，「子育てに手助

けが必要な場合，あなたは誰を頼りますか」と

いう質問では，子どものいる女性は，「自分の親

（７８.０％）」をあげる者がもっとも多い。また「自

分の親」以外では，「配偶者の親（３８.１％）」，「兄

弟姉妹（２３.０％）」をあげる者が多く，「公的な

子育て支援サービス（２６.６％） 」，「友人（１９.３％） 」，

「近所の知人（１４.７％）」と比較すると親族ネッ

トワークへの依存傾向が高いことが確認できる

（内閣府 ２００７）。このように，現状では，親族

からのサポートは仕事と子育ての両立において

非常に重要であり，妊娠・出産を経験した女性

の就業を検討する場合には欠かすことのできな

い存在となっている。とくに近年では，社会的

支援の欠如を，祖父母から子世代に提供される

有形無形の支援としての「祖父母力」（北村 

２００８）で補完しているという指摘もあり，社会

的支援の欠如を祖父母によって補完することに

たいする是非は十分に議論の余地を残すもの

の，私的領域からの支援の有無が女性の就業に

とって大きな影響をあたえていることは間違い

ないだろう。

　以上のことを踏まえれば，現在の私的領域か

らの支援が既婚女性の就業選択（正規就業／非

正規就業／非就業）とどのように関連している

のかを明らかにすることは，これからの仕事と

家庭の両立環境をいかに社会的に整備していく

かという点からも重要な視点であることを指摘

できる。

　本稿ではこのような問題意識から，第一子の

妊娠・出産前に働いていた女性を対象に，個人

がもつサポート・ネットワークと就業の関連を
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現在の就業形態の違いに注目しながら明らかに

することを目的とする。

１　先行研究の整理

１．１　結婚，妊娠，出産と就業に関する研究

　結婚，妊娠，出産と女性の就業に関する研究

は社会学，経済学，人口学で多くの蓄積があ

る。それらのうちでも第１子の出産は女性の就

業に大きく影響をあたえるためとくに注目され

てきた。

　たとえば，永瀬（２００３）は，労働力調査を参

考に，女性のライフサイクルと職業選択に関す

る関連を検証するなかで，単身女性に比べて，

妻であることは就業率を引き下げること，末子

年齢が１３～１４歳の核家族の既婚女性の就業率が

７１％であるのにたいし，末子年齢が３歳未満の

場合には就業率が２８％へと大きく低下している

ことを指摘している。

　また，新谷（１９９８）は，結婚・出産期の女性

の就業とその規定因をさぐる研究のなかで，結

婚前，結婚後，妊娠中，出産後のそれぞれにお

いて就業を促進する要因が異なっていることを

明らかにしている。そして，第１子出産後の結

果に注目すれば，雇用就業する者の特性は，

「高学歴」２），「婚前の雇用就業」，「夫が低収入」，

「親の保育援助」「伝統的な結婚・家族意識への

否定」，「非人口集中地域」であると指摘してい

る。

　さらに，藤野（２００２）は，子どものいる既婚

女性を対象に，就業促進要因の効果を就業形態

別に推計し，「夫の育児志向」が正規就業の妻

にとっては正の効果をもつのにたいして専業主

婦，非正規就業の妻には有意な効果をもたない

こと，正規就業の妻は「妻の専業主婦志向」と



「夫の稼ぎ手志向」が負の効果をもつのにたい

して非正規就業の妻は「夫の稼ぎ手志向」が正

の効果をもつことを明らかにしている。

　これらの研究は，ライフステージにより就業

促進要因が異なることを示唆するものである。

また別の調査によれば，女性の理想とする働き

方自体もライフステージによって異なるといわ

れており（内閣府男女共同参画局 ２００７）３），前

述の知見と一緒に勘案すれば，女性の就業促進

要因を考える場合には，学歴や性役割意識など

と同時に，ライフステージや就業形態の違いを

考慮する必要があるといえる。

１．２　サポート・ネットワークの効果に関す

る研究

　これまでにも，女性の就業とサポート・ネッ

トワークの関連は，就業にたいするサポーティ

ブな資源という文脈から注目されてきた４）。サ

ポーティブな資源という視点からみれば，とく

に妊娠・出産を経験した女性にとって，親との

同居や近居，親族ネットワークの活用は仕事と

家庭をめぐる問題を解決するためのサポートを

提供する重要な資源である。

　親との同居や近居が女性の就業に影響する

ことを指摘した研究は多い（前田 １９９８；山上 

１９９９；中 井・赤 池 ２０００；藤 野 ２００２；中 野 

２００９）。たとえば，山上（１９９９）は，フルタイム

女性の就業確率にたいして親との同居が正の効

果をもつことを明らかにしている。また同様

に，中井・赤池（２０００）は，初職時フルタイム

就業女性の結婚時の就業選択（フルタイム就業

継続／不就業）において，本人または配偶者の

母親と同居していた者のほうがフルタイム就業

を継続しやすいことを指摘している。

　山上（１９９９），中井・赤池（２０００）がフルタイ
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ムの就業確率を問題としているのにたいして，

中野（２００９）は，妻が外で働くかどうかを問題

に設定して，課長職以上の管理職，一般従業

員，パート・アルバイト・臨時として就業して

いる妻を分析対象に含めている。そして，これ

らの働き方を含めた場合にも，親との同居が妻

の就業を促進する効果があることを明らかにし

ている。

　さらに，藤野（２００２）は，子どものいる既婚

女性を対象にして，非正規就業を含めた就業形

態それぞれにたいする就業促進要因の効果を検

討している。その結果，親との同居は，正規就

業にのみ促進傾向が認められ，専業主婦，非正

規就業となる確率には影響がないことを明らか

にしている。

　また，前田（１９９８）は女性の就業と同居親の

有無についての関連を検討し，父親と同居する

ことが就業５），そして正社員として働くことを

促進することを明らかにしている６）。同時に，

本研究のなかでは親の年齢によってその効果が

異なることも指摘されている。つまり，親の年

齢が比較的若いライフサイクル前半では，親と

の同居は育児の代替機能から女性の就業を促進

する傾向があるのにたいして，親の年齢が比較

的高いライフサイクル後半では，親との同居は

高齢の親を介護する必要があるため女性の就業

を抑制する傾向をもつのである。この結果は，

親との同居が女性の就業にたいして肯定的な結

果をもたらすばかりではなく，否定的な結果を

もちうることを指摘した点で重要である。

　親の同居とは異なる形で，直接的にサポー

ト・ネットワークと女性の就業をとりあげたも

のには柳（２００８）がある。柳（２００８）は，福岡

市と徳島市の地域性にも注目しながら，既婚女

性の就業とサポート・ネットワークの関連につ



いて検討している。それによれば，福岡市と徳

島市に共通して，学校を卒業した後から現在ま

で一貫して就業することと関連が見出された援

助者は「子どもを介した知人」，「遅くなる時子

どもの世話を頼める人」であった。ここで見出

された援助者はいすれも一貫して就業すること

を促進する効果をもっている。

　以上の研究をまとめれば，親との同居は既婚

女性の就業，とくに正規雇用での就業を促進す

る傾向がある。しかし，高齢の親との同居は介

護の必要性から女性の就業を抑制する傾向にあ

る。さらに，子どもを介した知人や子どもの世

話を頼める人の存在も就業を促進させていた。

２　仮説の設定

　これまでの研究で，ライフステージや就業形

態によって就業促進要因が異なること，就業促

進要因の１つであるサポート・ネットワーク

は，とくにライフサイクル前半の親との同居に

よって，就業を促す効果があることが明らかと

なっている。

　しかし，就業に関するサポートは親からのみ

提供されるものではない。これは柳（２００８）に

おいて，親以外の援助者の存在が就業を促進す

る効果をもっていたことからも確認できる。こ

れまでの研究では親からの援助が就業にとって

重要であることが指摘されているが，個人のも

つサポート・ネットワークは親以外の親族や友

人，同僚，専門機関などもふくまれており，理

論的にはこれらは全て利用可能である。したが

って，上述の推測にもとづけば，サポート・ネ

ットワークの拡大は援助をうける機会の増大に

結びつくため，就業確率を上昇させると予想さ

れる。
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　一方で，これまでの先行研究で明らかにされ

てきたように，高齢でない親との同居は家庭内

での家事代替機能が期待できるため，妻の就業

を促進する。家事代替機能の利用可能性は母親

との同居においてもっとも期待が大きいが，困

ったときに頼りにする人には親のほかにも兄弟

姉妹をあげる者が多く（大和 ２００９），幅広い親

族による援助が就業においてもその効果を発揮

していることが予想される。

　さらに，キャリア研究では，キャリアにお

ける弱い紐帯の効果が指摘されている

（Granovetter １９７３）。M. Granovetter（１９７３）

は，転職において，弱い紐帯は異なる情報に接

する機会を提供することを可能にするため有用

であることを明らかにし，「弱い紐帯の強さ」

（The strength of weak ties）を指摘した。キャ

リアにおけるネットワークへの注目は，その

後，多くの類似の研究へと引き継がれている

が，そのなかでもRenzulliほか（２０００）はネッ

トワークの中の親族に注目している点に特色が

ある。Renzulliほか（２０００）は２時点間のデー

タ比較から，新規ビジネスの開始と起業に際し

て相談をしたネットワークがどのような人々で

構成されていたのかについて検証し，ネットワ

ークのなかに親族が多い者は新規ビジネスや起

業をおこないにくいことを明らかにした。この

結果は，相談ネットワークのなかに親族が多い

ものは入手可能な情報の同質性が高いのにたい

し，さまざまな属性によって構成されるネット

ワークでは多様な情報に触れることが可能なた

めビジネスにとって有益であるからと説明され

る。ここで指摘されるネットワークのなかの多

様性は，新規ビジネスや起業にとどまらず，既

婚女性の就業選択にとっても重要であると考え

られる。つまり，既婚女性の就業にとっては自



分の親の存在の効果が大きいことが明らかとな

っているが，ネットワーク多様性の点から考え

れば，サポート・ネットワーク内部に異なる属

性をもつ相談相手が複数いることは就業にとっ

て有用な情報を手に入れる可能性が高くなると

同時に，実際の援助においても子どもの一時預

かりや家事代行などの多様なサポートを期待で

きるからである。このようなサポート・ネット

ワークの構成に注目した研究として星（２００７）

があげられる。星（２００７）は，サポート・ネット

ワークに夫と義理の親を含む者は，自分の親だ

けの者よりも，子ども数および理想の子ども数

が有意に多いことを明らかにした。この結果は，

義理の親が，自分の親よりも幅広いサポートを

提供するためとされている。星（２００７）の研究

では，ネットワーク内部の多様性の程度という

よりも，そこに含まれる人々の類型に注目して

検証が進められているが，本稿で注目する既婚

女性の就業選択と彼女らを取り巻くサポート・

ネットワークという点からは，カテゴリカルな

変数として作成されるネットワーク類型よりも

Renzulliほか（２０００）によって用いられている多

様性指標のほうが，サポート提供者の属性の違

いをよく反映した指標となっているため，有用

であると考えられる７）。したがって，既婚女性

の就業選択とサポート・ネットワークの関連に

ついての検証では，ネットワークの多様性の程

度を考慮することが重要であると考えられる。

　また，これまでの既婚女性の就業選択に関す

る研究では，一部の研究を除いて，正規雇用に

限定したものが多い。しかし，実際には女性の

就業はパート・アルバイト・派遣といった非正

規雇用の者が多く，サポート・ネットワークの

働き方も就業状況によって異なっていると考え

られる。そこで本稿では，これらの事柄を考慮
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して，サポート・ネットワークと就業選択の関

連を明らかにするために次の３つの仮説を設定

した。

仮説１：サポート・ネットワークが大きい者は

就業確率が高い。

仮説２：サポート・ネットワークのなかに親族

が多い者は就業確率が高い。

仮説３：サポート・ネットワークが多様な人々

で構成されている者は就業確率が高

い。

３　データと方法

３．１　本研究で用いるデータ

　使用したデータは，「第３回全国家族調査

（NFRJ０８）」である。この調査は日本家族社会

学会全国家族調査委員会が１９９８年度より継続的

に実施している全国的な家族調査の３回目にあ

たる。調査は，層化２段無作為抽出法によって

選ばれた，日本国内に居住する２８～７２歳までの

日本国民（９,４００人）を対象に，２００９年１月～２

月に訪問留置法によっておこなわれた。回収数

は５,２０３人，回収率は５５.３５％である。本稿では，

全回答者のうち，２８～６２歳までの第１子妊娠・

出産時に被雇用者として働いていた既婚女性

１,０６２人を対象とする８）。

３．２　被説明変数

　被説明変数は現在の従業上の地位分類から作

成した「就業形態」である。NFRJ０８では全員

に，「あなたは，現在，収入をともなう仕事につ

いていますか」という質問をしている。選択肢



は，１ついている，２ついているが休職中，３

今はついていないが，過去についていた，４仕

事についたことはない，である。このうち３今

はついていないが，過去についていた，を選択

した者は「無職」とした。さらに，１ついてい

る，２ついているが休職中，を選択した者につ

いては仕事の内容を質問しており，本稿では，

「常時雇用されている一般従業者（公務員を含

む）」を「正規雇用」とし，「臨時雇い・パー

ト・アルバイト」，「派遣社員・契約社員・嘱託

社員」を「非正規雇用」とした。したがって，

被説明変数の「就業形態」は正規雇用，非正規

雇用，無職の３カテゴリーによって構成され

る９）。

３．３　説明変数

　説明変数は，サポート・ネットワークに関す

る３つの指標である。NFRJ08では，全員に，

「あなたは，次のア～ウのような問題で援助や

相談相手がほしいとき，どのような人や機関を

頼りにしますか。それぞれの場合について，あ

てはまるものに○をつけてください」という質

問をしている。このうち本稿では，「ア問題を

抱えて，落ち込んだり，混乱したとき」に役立

つサポート・ネットワークを「情緒的サポー

ト」とし，「ウあなたや家族の誰かが病気や事

故で，どうしても人手が必要なとき」に役立つ

サポート・ネットワークを「手段的サポート」

とする。それぞれの質問の選択肢は，「配偶

者」，「自分の親」，「自分の兄弟姉妹」，「自分の

子ども」，「配偶者の親」，「配偶者の兄弟姉妹」，

「子どもの配偶者」，「その他の親族」，「友人や

職場の同僚」，「近所（地域）の人」，「専門家や

サービス機関（行政・金融機関・学校関係者・

ヘルパーなど）」，「誰もいない」であるが，本稿
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では，「配偶者」，「自分の子供」，「子どもの配偶

者」，「誰もいない」以外を用いて次に示す指標

を作成した１０）。

　サポート・ネットワークの構造をあらわす指

標として，「ネットワークサイズ」，「親族割

合」，「多様性」を用いる。これらの指標は先行

研究で用いられたものと同じものである

（Renzulli et al. ２０００）。

　まずネットワークサイズは，「問題を抱えて，

落ち込んだり，混乱したとき」に頼る人として

あげられた者を全て合計した値を「情緒的サポ

ートサイズ」とし，「あなたや家族の誰かが病

気や事故で，どうしても人手が必要なとき」に

頼る人としてあげられた者を全て合計した値を

「手段的サポートサイズ」とした。

　「親族割合」は，情緒的サポートサイズと手

段的サポートサイズのそれぞれにおいて，「自

分の親」，「自分の兄弟姉妹」，「配偶者の親」，

「配偶者の兄弟姉妹」，「その他の親族」が占め

る割合である。

　「多様性」はネットワークにどの程度異なっ

たカテゴリーに属する援助者が含まれているか

を示す指標である。多様性は，情緒的サポート

多様性，手段的サポート多様性のそれぞれにお

いて次のように定義される。

 

　多様性指標は０-１の値で変化する。０の場

合にネットワークは，同一の属性をもった者に

よって全てが構成された，同質ネットワークと

なり，ネットワークの中で異なる属性の者が増

大するにつれて，多様性指標は１に近い値とな

る。



３．４　統制変数

　統制変数には，年齢コーホート，本人教育年

数，配偶者教育年数１１），末子６歳未満ダミー，

配偶者家事頻度，配偶者サポート，性役割意識，

本人健康状態，配偶者収入１２），DID（人口集中地

区），就業継続，同居・近居の有無，を用いた。

　配偶者家事頻度は，「食事の用意」，「食事の

あとかたづけ」，「食料品や日用品の買い物」，

「洗濯」，「そうじ（部屋，風呂，トイレなど）」

について，配偶者がどの程度おこなっているか

を「ほぼ毎日（週６～７日）」～「ほとんど行わ

ない」の５段階でたずねた質問の回答を全て合

計したうえで，家事頻度が高いほど得点が高く

なるよう操作化した。

　配偶者サポートは，「配偶者は，わたしの心

配ごとや悩み事を聞いてくれる」，「配偶者は，

わたしの能力や努力を高く評価してくれる」，

「配偶者は，わたしに助言やアドバイスをして

くれる」について，どの程度あてはまるかを

「あてはまる」～「あてはまらない」の４段階で

たずねた質問の回答を全て合計したうえで，サ

ポートの程度が高いほど得点が高くなるよう操

作化した。

　就業継続は，「最初のお子さんの妊娠や出産

をきっかけにあなたのお仕事をどうされました

か」という質問で，「仕事をやめた」と答えた者

を「中断」，それ以外の選択肢を選んだ者を「継

続」とした１３）。

　同居・近居の有無は，「同じ建物内」～「１５分

未満」に親が居住している場合を「同居・近居

あり」，１５分以上かかる距離に住んでいる場合

を「同居・近居なし」とした。親との同居・近

居については妻方の親と夫方の親とを区別し

て，別個に分析に用いている。
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３．５　分析方法

　本稿では，就業選択とサポート・ネットワー

クの関連を検証するために，記述的な分析の後

に，多項ロジット・モデルを用いた分析をおこ

なう。多項ロジット・モデルは，被説明変数が

３つ以上のカテゴリーをもつ場合に用いられる

解析法である。本稿では，説明変数の変化に応

じて，ベースラインカテゴリーとした無職者か

ら正規雇用，非正規雇用にどの程度移りやすい

かを推計する。多項ロジット・モデルの推定式

は次のとおりである。

　J個のカテゴリーのなかから，カテゴリー

（J）をベースラインカテゴリーとした場合に，

j番目の選択肢を選択する対数オッズ比は，

 

と表すことができる。式１からは，Jの値に従

い，ベースラインカテゴリーと応答カテゴリー

の全てのペアを表す，J－１個の式を得ること

ができる。J－１個の式を同時に推計すること

によって，Xiの特性をもつ個人がj番目の選択

肢を選ぶ確率は，

 

と表すことができる。ここで式１，２のbは推

定するパラメーターベクトル，Xは説明変数ベ

クトルである。このような方法を用いることで

Xiの特性をもつ選択者がJ個の選択肢から１つ

を選ぶ確率を，２値のロジットモデルを別々に

推定するよりも，小さい標準誤差の下で推定で

きる１４）。
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４　分析結果

　表２，表３，表４は分析で用いる対象者の基

本統計量である。対象者の属性を概観すると，

平均年齢は約４６歳，平均学歴は高校卒業程度で

あり，配偶者による家事（レンジ：５～２５）は，

あまりおこなわれていない。一方で，配偶者か

らの情緒的サポート（レンジ：４～１２）は比較

的頻繁におこなわれている（表２）。第１子妊

娠・出産時の就業状況の変化については約６４％

が仕事を辞めており，先行研究と同様に，妊

娠・出産が女性の就業状況を大きく変化させる

要因であることが本稿のデータからも確認でき

る。また，同居・近居については妻方同居・近

居が４６.２％，夫方同居・近居が３９.５％となって

おり，本人の親の近くへの居住のほうが多

い１５）。説明変数であるネットワーク変数は，サ

イズおよび多様性では，情緒的ネットワークと

手段的ネットワークに大きな違いはみられない

が，親族割合において手段的ネットワークのほ

うが情緒的ネットワークよりも親族を多く含ん

表２　対象者の属性１

SD平均

９.５０４５.７４年齢（n＝１０６２）
１.６９１２.９６教育年数（n＝１０５２）
２.２８１３.４７配偶者教育年数（n＝９２６）
０.８２２.１３子どもの数（n＝１０６２）
３.１３７.７６配偶者家事頻度（n＝８６６）
２.３４８.８２配偶者情緒的サポート（n＝９３０）
２.４０７.６５性役割意識（n＝１０５２）
０.８９３.６８本人健康状態（n＝１０６１）

表３　対象者の属性２

％度数

就業継続（n＝１０６２）
（６３.８）６７８　　中断
（３６.２）３７４　　継続

末子６歳未満（n＝１０４３）
（７７.５）８０８　　なし
（２２.５）２３５　　あり

居住地（n＝１０６２）
（３７.２）３９５　　非人口集中地区
（６２.８）６６７　　人口集中地区

同居・近居（n＝１０６２）
（５３.８）５７１　　妻方なし
（４６.２）４９１　　妻方あり

（６０.５）６４２　　夫方なし
（３９.５）４２０　　夫方あり

配偶者年収（n＝８８９）
（１.１）１０なし
（２.７）２４　１００万円未満
（１.８）１６１００-１２９万円台
（３.６）３２１３０-１９９万円台
（１２.３）１０９２００-２９９万円台
（１７.４）１５５３００-３９９万円台
（１５.１）１３４４００-４９９万円台
（１２.５）１１１５００-５９９万円台
（１０.７）９５６００-６９９万円台
（７.５）６７７００-７９９万円台
（６.２）５５８００-８９９万円台
（２.６）２３９００-９９９万円台
（３.０）２７１０００-１０９９万円台
（１.１）１０１１００-１０９９万円台
（２.４）２１１２００万円以上

表５　現在の就業状況（n＝１０６２）

（％）度数

（２７.６）２９３正規雇用
（４１.２）４３８非正規雇用
（３１.２）３３１無職

表４　ネットワーク記述統計

SD平均

１.２２１.４７情緒的サポート規模（n＝１０６２）
１.３１１.５７手段的サポート規模（n＝１０６２）

０.３８０.５７情緒的サポート親族割合（n＝８１８）
０.３１０.８２手段的サポート親族割合（n＝８２６）

０.２７０.２５情緒的サポート多様性（n＝８１８）
０.２８０.２５手段的サポート多様性（n＝８２６）
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表６　就業形態を被説明変数とした多項ロジスティック回帰分析

モデル２モデル１変数名
exp（b）bexp（b）b正規雇用（ref：無職）

年齢（ref：２８-３２歳）
１.６９００.５２５１.１４８０.１３８　　３３-４２歳
３.６９２＋１.３０６２.９８７＊１.０９４　　４３-５２歳
０.８５７－０.１５４０.４７５－０.７４５　　５３-６２歳
１.２１６０.１９５１.０６７０.０６５本人教育年数
０.８６８－０.１４２０.９４７－０.０５４配偶者教育年数
１.１７３０.１５９１.０３８０.０３８子ども人数
０.３０１＊－１.２０１０.３９３＊－０.９３３末子６歳未満ダミー（ref：なし）
１.２７８＊＊０.２４５１.１５８＊＊０.１４７配偶者家事頻度
０.９３７－０.０６５０.９０５＋－０.１００配偶者情緒的サポート
０.７５１＊＊－０.２８６０.７５０＊＊－０.２８７性役割意識
１.４８３＊０.３９４１.３６０＊０.３０７本人健康状態
０.９９８＊－０.００２０.９９９＋－０.００１配偶者年収
０.４１２＊－０.８８７０.４８５＊－０.７２４DID（ref：非人口集中地区）
１８.９４０＊＊２.９４１８.７４５＊＊２.１６９就業継続（ref：中断）
１.０７２０.０７００.８８３０.０３５妻方同居・近居（ref：なし）
１.０６６０.０６４０.６９１－０.０９６夫方同居・近居（ref：なし）
０.９０４－０.１０１情緒的サポートサイズ
１.０５５０.０５４手段的サポートサイズ
０.４２３＋－０.８６１情緒的サポート親族割合
３.３８７＋１.２２０手段的サポート親族割合
２.２０２０.７８９情緒的サポート多様性（ref：低群）
０.３９９＊－０.９１９手段的サポート多様性（ref：低群）
exp（b）bexp（b）b非正規雇用（ref：無職）

年齢（ref：２８-３２歳）
０.９８００.４６３０.５７７０.５０２　　３３-４２歳
０.９０６０.７５４２.７２２＊１.００２　　４３-５２歳
０.１９４－０.７０１１.６５２－０.５５０　　５３-６２歳
０.９８０－０.０２００.９００－０.１０５本人教育年数
０.９０６－０.０９９０.９７２－０.０２９配偶者教育年数
１.２８３０.２４９１.１３３０.１２５子ども人数
０.２４９＊＊－１.３８８０.３３９＊＊－１.０８３末子６歳未満ダミー（ref：なし）
１.１８２＊＊０.１６７１.０８８＊０.０８５配偶者家事頻度
０.９２２－０.０８１０.９３４＋－０.０６９配偶者情緒的サポート
０.９６０－０.０４１０.９５２－０.０４９性役割意識
１.３２７＊０.２８３１.２０６＋０.１８７本人健康状態
０.９９９＋－０.００１０.９９９＊－０.００１配偶者年収
０.７３０－０.３１４０.７５５－０.２８０DID（ref：非人口集中地区）
２.４３８＊０.８９１１.４９３＋０.４０１就業継続（ref：中断）
１.０３４０.０３４１.０１１０.０１１妻方同居・近居（ref：なし）
１.４９７＋０.４０４１.２６５０.２３５夫方同居・近居（ref：なし）
１.０９８０.０９４情緒的サポートサイズ
０.７２４＋－０.３２３手段的サポートサイズ
０.４９６＊－０.７３８情緒的サポート親族割合
１.５３２０.４２６手段的サポート親族割合
１.０９００.０８６情緒的サポート多様性（ref：低群）
１.０５９０.０５７手段的サポート多様性（ref：低群）

５４６７９５対象ケース数
８５６.７９２１３７３.９９６－２対数尤度
１１４６.７１３１６０１.０６０BIC
０.４９９０.３９１NagelkerkeR2

＊＊：p＜０.０１　＊：p＜０.０５　＋：p＜０.１０



でいる（表４）。

　対象者の現在の就業状況は約２８％の者が正規

雇用，約４１％の者が非正規雇用として働いてお

り，雇用者に占める非正規雇用の割合は約６０％

である（表５）。労働力調査では，雇用者に占

める非正規の職員・従業員は約５３.３％（総務省

統計局 ２０１０）となっており，本稿で扱うデー

タは非正規雇用者の割合が多いことを確認でき

る１６）。

　無職を基準カテゴリーとした多項ロジットモ

デルの結果を表６に示した。係数の値が正であ

ることは，非正規雇用，正規雇用の選択が無職

の選択にたいして高まることを示している。

　はじめに，対象者の基本属性のみを用いたモ

デル１をみると，正規雇用では，４３-５２歳の年

齢コーホートであること，配偶者家事頻度が高

いこと，本人の健康状態が良いこと，第１子の

妊娠・出産において就業を継続させた者が，無

職ではなく正規雇用者として働いている傾向が

ある。一方で，６歳未満の子どもがいること，

配偶者からの情緒的サポートが多いこと，性役

割意識に肯定的であること，配偶者の年収が高

いこと，人口集中地区に居住する者ほど無職と

なる傾向がある。

　非正規雇用をみると，４３-５２歳の年齢コーホ

ートであること，配偶者家事頻度が高いこと，

本人の健康状態が良いこと，第１子の妊娠・出

産において就業を継続させた者が，無職ではな

く非正規雇用として働いている傾向がある。一

方で，６歳未満の子どもがいること，配偶者の

情緒的サポートが多いこと，配偶者の年収が高

い者は非正規雇用として働くよりも無職である

傾向が高いことが確認できる。基本属性のみを

用いた分析では，一方の働き方だけに影響して

いる変数があるものの，正規雇用，非正規雇用
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の間で係数の符合は一致しており，無職となる

か就業者となるかについては同一の要因によっ

て規定されていることがわかる。

　次に，ネットワークに関する効果を含んだモ

デル２をみると，正規雇用では，４３-５２歳の年

齢コーホートであること，配偶者家事頻度が高

いこと，本人の健康状態がよいこと，第１子の

妊娠・出産において就業を継続させた者が正規

雇用として働いている傾向がある。一方で，６

歳未満の子どもがいること，性役割意識に肯定

的であること，配偶者の年収が高いこと，人口

集中地区に居住している者は正規雇用よりも無

職となりやすい傾向がある。また，ネットワー

クに関する変数では，手段的サポート・ネット

ワークに親族の割合が多い者ほど正規雇用とし

て働いている一方で，情緒的サポート・ネット

ワークに親族の割合が多いこと，手段的サポー

ト・ネットワークの多様性が高いことは正規雇

用よりも無職となりやすい要因となっているこ

とが確認できる。

　非正規雇用では，配偶者家事頻度が高いこ

と，本人の健康状態が良いこと，第１子の妊

娠・出産において就業を継続した者，夫方の親

と同居または近居している者ほど無職ではなく

非正規雇用として働いている傾向がある。一方

で，６歳未満の子供がいること，配偶者の年収

が高いことは非正規雇用よりも無職である確率

を増大させている。さらに，手段的サポート・

ネットワークのサイズが大きいこと，情緒的サ

ポート・ネットワークに親族の割合が多いこと

は，非正規雇用として働くよりも無職である確

率を増大させている。

　ここでネットワークの影響を整理しておく

と，正規雇用では，手段的サポート・ネットワ

ークに親族が多いことが，無職と比較した場合



に，正規雇用となる確率を増大させているのに

たいし，情緒的サポート・ネットワークのなか

に親族が多いこと，手段的サポート・ネットワ

ークの多様性が高いことは正規雇用である確率

を減少させていた。また，非正規雇用と無職を

比較した場合，手段的サポート・ネットワーク

のサイズが大きいこと，情緒的サポート・ネッ

トワークのなかに親族が多いことは非正規雇用

である確率を減少させていた。

５　結論と考察

　最後に，既婚女性の就業選択にたいするネッ

トワークの効果を仮説の検証結果から整理する

とともに，本稿の知見と今後の課題を提示す

る。

　はじめに，ネットワークに関する仮説の検証

結果は次のとおりである。

　仮説１「サポート・ネットワークが大きい者

は就業確率が高い」は支持できない。サポー

ト・ネットワークのサイズと就業形態の関連を

みると，１０％有意水準ではあるが，手段的サポ

ートサイズの拡大は無職にたいする非正規雇用

のオッズを約０.７２倍に引き下げる。この結果

は，既婚有子女性の就業においては，サポー

ト・ネットワークのサイズの拡大が直ちに就業

と結びついているわけではないことを示してい

る。サポート・ネットワークのサイズの拡大は

サポートを受ける機会を拡大させることによっ

て就業を促すと予想されたが，ここでは逆の結

果となっている。無職者と非正規雇用者の手段

的サポート・ネットワークを詳細に比較する

と，無職者は非正規雇用者よりも，配偶者の親

や兄弟姉妹，その他の親族，友人や職場の同

僚，近所の人，専門家やサービス機関，に援助
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を頼る割合が多い（表は省略）。一般に，無職

者は周囲の援助を必要とする子育て期にある者

が多く，本稿でも，無職者のネットワークには

配偶者の親・兄弟姉妹を含めた親族や専門家サ

ービス機関といった子育て期に重用される人々

が多く含まれている。したがって，ここでの結

果は，サポート・ネットワークのサイズは正規

雇用にたいしては効果がない一方で，非正規雇

用にたいしてはネットワークの拡大は無職であ

ることと関連しており，その関連はサポート・

ネットワークの拡大によって無職となりやすい

というよりも，無職である者は子育て期にある

割合が高いため，結果として，子育て援助のた

めにサポート・ネットワークのサイズも大きい

と考えるのが妥当であると考えられる１７）。

　仮説２「サポート・ネットワークのなかに親

族が多い者は就業確率が高い」は一部支持でき

る。１０％有意水準であるが，手段的サポートに

おいて親族の割合が高いことは，無職にたいす

る正規雇用のオッズを約３.３９倍に引き上げる。

この結果は，これまでの研究において指摘され

てきた，親との同居による家事代替性と同じ論

理によるものと考えられる。つまり，手段的な

代替性は親をはじめとした親族によって担われ

ることが多く，実際にそのようなネットワーク

をもっている者は家族へのケアが必要な時に親

族を頼りにすることができるため，無職や非正

規雇用として働くよりも，家庭生活への時間的

制約が多い正規雇用として働く傾向があるとい

うことである。一方で，情緒的サポートにおい

て親族の割合が高いことは，正規雇用，非正規

雇用のオッズ比を約０.４２倍，約０.４８倍へと引き

下げている。情緒的サポートのなかに親族が多

く含まれることで就業確率が減少するのは，問

題状況に応じて適切な人物に相談できることが



就業にとって重要であることを意味していると

考えられる。有意な値ではないものの，仮説３

で検証している情緒的サポートの多様性では，

多様性が高いことで就業確率が増大する傾向が

あり，就業にとって情緒的サポートは幅広く存

在していることが重要であることをうかがわせ

るものである。

　仮説３「サポート・ネットワークが多様な

人々で構成されている者は就業確率が高い」は

支持できない。無職にたいする正規雇用のオッ

ズをみると，情緒的サポートの多様性が高いこ

とは，正規雇用，非正規雇用となる確率を増大

させているようにみえるが，この値は有意なも

のではない。一方で，手段的サポート多様性の

増大は正規雇用のオッズを約０.４０倍に引き下げ

る。この結果は，育児期の支援制度の利用は親

族の援助が受けられない場合に利用率が高いこ

と（国立社会保障・人口問題研究所 ２００５），仮

説２の検証結果が示すように，手段的サポート

に親族が多いと正規雇用となる確率が高くなる

ことを考えれば，正規雇用としての就業には幅

広いサポート体制よりも，緊急時に親族によっ

て提供されるような信頼性と柔軟性をもったサ

ポートが重要であることを示すものと考えられ

る。

　以上のように，分析結果からは，女性の就業

とサポート・ネットワークの構造はそれぞれの

側面において関連をもち，とくに就業確率の増

大と関連があったのは手段的サポートにおいて

親族割合が高いことであった。ただし，就業確

率の増大と手段的サポートに占める高い親族割

合の関連は，無職と比較した場合の，正規雇用

者のみで認められた。これは，女性の就業，と

くに正規雇用としての就業にとって，親族のサ

ポートが重要であることを示すものである。ま
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た，ネットワーク内の異質性の増大が就業確率

を増大させないことも女性の就業にとって重要

なサポートが親族に偏っていることを示唆する

ものである１８）。これらの結果は，今後の研究に

おいて，女性の就業と「就業支援の社会化」を

考える場合に，各企業がおこなうワーク・ファ

ミリー・バランス施策や政府による育児・介護

休業法の改正が，実際に利用可能であり利便性

の高いものとなっているかについて注意を払わ

なければならないことを示すものである。

　今回の分析は，女性の職業状況全般とネット

ワーク構造の関連について検証している。今後

は，特定のライフステージ，とくに女性の就業

にとって大きな分岐点となる，妊娠・出産時や

育児期にある女性がどのようなネットワークを

もっているのかを明らかにする必要がある。ま

た，本稿では，援助提供者との関係の質（親密

性，接触頻度）については取り上げていない。

今後は，これらを含めた検証を続けることによ

って，如何なる場面で，どのような支援が女性

の就業にとって重要であるかを詳細に明らかに

することができるだろう。

付記
　第３回全国家族調査（NFRJ０８）データの使用に
あたっては，日本家族社会学会全国家族調査委員会
の許可を得た。

注
１） 妊娠・出産における就業中断の傾向に変化は
ないことから，女性の職場進出説の実態は，上
野（１９９４）などが指摘するように，就業継続型
の増加というよりも結婚や出産で一時的に職場
を離れた中高年が再就労する「中断‐再就労」
型が増加したためといえる。

２） 新谷（１９９８）では学歴のうち大学・大学院に
ついては共学大と女子大を区別して分析してい



る。このうち第１子出産後の雇用就業に効果が
あるのは共学大・大学院であり，女子大・大学
院は有意な効果をもっていない。

３） 理想とする働き方は，未婚および既婚で子ど
もがいない場合には「残業もあるフルタイムの
仕事」の割合が高いのにたいし，子どもが３歳
以下の場合には「働きたくない」の割合が最も
高い。また，子どもが４歳～小学校入学および
子どもが小学性では「短時間勤務」，子どもが
中学生以上では「フルタイムだが残業のない仕
事」を希望する割合が最も高い。

４） 野沢（２００９）によれば，ネットワーク概念が
もつアプローチはサポーティブな資源という視
点に還元されるものではない。たとえば，ある
人がもつネットワークの構造特性から形成され
る規範がその人の就業選択に影響をあたえると
いうことは十分に考えられる。

５） ここでの「就業」は，自営，正社員，パート
タイム，派遣社員，家族従業，内職として働い
ている者である。

６） 前田（１９９８）の分析では，「母同居」は「就
業」および「正社員」，「パートタイム」で働く
ことにたいして有意な効果をもたない。前田
（１９９８）はこの結果を次のように解釈する。女
性の就業選択にとって「親の年齢」は決定的に
重要である。したがって，一般に男性よりも女
性の寿命が長いという前提のうえで，父親が同
居しているということは母親も健在であり，両
者ともに家事・育児を代替できる若い年齢であ
ると推測できる。このため「父同居」の効果は
親の年齢が若いことによる効果が大きいと考え
られる。

７） 星（２００７）の分析で用いられた第３回家庭動
向調査は，出産・育児に関する相談相手から出
産時の世話の担い手，平日の子どもの世話など
具体的な場面を提示して回顧的な回答を得てい
る。一方で，本稿で用いた，第３回全国家族調
査は，現在のサポート・ネットワークをたずね
ている。したがって，本稿でのサポート・ネッ
トワークは，育児・出産期に実際に用いられた
ネットワークというよりも，妊娠・出産を経験
した女性の現在のネットワークである。これに
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従い，本稿での分析も，育児・出産期のサポー
ト・ネットワークと就業選択との関連ではな
く，既婚有子女性の現在のサポート・ネットワ
ークと就業選択の関連について扱っている点に
注意する必要がある。

８） 妊娠・出産時に仕事を中断する人の割合は依
然として多い。本稿では，就業継続の効果を統
制するために，分析対象を第一子妊娠・出産時
に働いていた者とし，第一子妊娠・出産時に無
職であった者は分析から除外している。

９） 現在の仕事において「仕事についたことはな
い」を選択した者は分析から除外している。ま
た，仕事の内容は記載したもの以外にも「経営
者・役員」，「自営業主・自由業者」，「自営業の
家族従業者」，「内職」が存在しているが，本稿
であつかう既婚有子女性の就業においては被雇
用者においてその影響が大きいと考えられるた
め，これらの選択肢を選んだ者についても分析
から除外している。

１０） 本稿では，配偶者からのサポートを別の変数
で投入しているため，サポート・ネットワーク
変数では用いない。また，「自分の子ども」が
サポート資源となるかどうかは，子どもの年齢
に大きく依存するため，「自分の子ども」，「子
どもの配偶者」は今回の分析からは除いてい
る。

１１） 本人教育年数および配偶者教育年数は，中
退，卒業に関わらず，回答者が最終的に進学し
た学校をもとに，卒業までの標準就学年を計算
して教育年数とした。

１２） 配偶者の収入は，応答カテゴリー（例：１００
～１２９万円台）から１つを選択してもらい測定
している。分析ではそれぞれのカテゴリーの中
央値を用いている。

１３） 「継続」に含まれる選択肢は，「転職した」，
「同じ職場で業務の形態や職務が変わった」，
「育児休業を取得した」，「仕事上の変化はなか
った（出産前と同じ仕事を続けた）」，「その他」
である。

１４） 多項ロジットモデルの詳細については，
Agresti（１９９６），Greene（２０００）などを参照。
また，推定にはSPSS14.0を用いた。



１５） 本稿では，同居・近居の有無に関する変数
を，本人の居住地と本人の親，夫の親との時間
的距離をたずねた質問から作成した。したがっ
て，本人の親と夫の親の双方に近い場合は，ど
ちらの指標においても同居・近居ありとして集
計されている。

１６） 本稿のデータと労働力調査との違いは，集計
の方法が異なることに一因がある。本稿の対象
者が２８歳以上の者であるのにたいし，労働力調
査での対象者は満１５歳以上の者である。妊娠・
出産により正規雇用を中断する割合が高いこと
を考えれば，本稿であつかう既婚有子女性の正
規雇用率が労働力調査よりも低いのは妥当な結
果である。

１７） 多変量解析では６歳未満ダミーを投入するこ
とによって，対象者が子育て期にあるかどうか
を一定程度統制している。したがって，ここで
の結果は無職者が子育て期にあるというより
も，無職者のほうが日常的にサポートを期待で
きるような近隣づきあいをおこなっていること
を示しているのかもしれない。ただし，本稿で
用いた調査では，対象者と頼りにする人が日常
的にどのような付き合いをしているのかについ
ては定かではないため，サポート・ネットワー
クのサイズがどのような要因によって増減する
のかについては別稿での検討を要する。

１８） Wellman（１９７９）によれば，親密な相手のな
かでも援助を提供できる者は限定されており，
その中でもとくに親子関係は親子であるという
直接の効果とともに，親密性の強さを通して援
助可能性を増大させる。本稿で用いたデータで
は，全ての援助提供者との関係（親密性，接触
頻度）については扱っていないため，これ以上
の考察は進められないが，援助者が親族に偏る
理由として参考となる指摘である。
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Abstract: This paper’s purpose is to estimate the effect of support networks on married women’s 

employment. In this report, I propose that married women’s employment is encouraged by 

instrumental support networks and emotional support networks. Three aspects of respondent’s 

social networks are highlighted in support networks: the extent to which their support networks 

expand, the extent to which they contain a high proportion of kin and the extent to which they 

are heterogeneous. The analysis shows that these two kinds of support networks have different 

effects. First, three aspects that constitute an emotional support network don’t have significantly 

positive effect. On the other hand, instrumental support networks which contain a high proportion 

of kin encourage married women to undertake fulltime employment. However, the other two 

aspects of instrumental support networks don’t have significantly positive effect. From these 

results, this paper suggests that support networks to advance married women’s employment must 

have flexibility and certainty as relatives provide their assistance.

Keywords: married women, work selection, support network
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